
この章で、特に解説を要

する語句については※印を

付し、章末に「用語解説」

を掲載しました。 
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Ⅳ 三鷹市の財政状況 平成 13 年度 
 
１ 歳入〔歳入からみた三鷹市という「まち」の特徴点〕 
三鷹市の歳入の特徴は、市税収入が全体の約６割を占めており、その内訳において４割強

が個人市民税であり、その他固定資産税と都市計画税が同じく４割強を占めています。これ

らの税が、これまで三鷹市の財政の安定的な財源となってきました。このことは、三鷹市が

住宅都市として発展してきた証でもあります。したがって、商工業の集積が少ないため、法

人市民税の比率が低いという結果になっています。この点がよく比較の対象となる近隣の武

蔵野市や府中市、調布市などと異なる点です。 
ここ数年の傾向としては、恒久的な減税や景気の低迷などにより、この中心的な財源であ

る個人市民税が伸び悩んでいるという点にあります。 
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 〔図Ⅳ－１〕一般会計歳入決算額と市税収入の推移 

歳入合計 

55,954,445 

市税 32,691,398(58.4%) 

地方譲与税 310,058(0.5%) 
利子割交付金 1,145,573(2.0%) 
地方消費税交付金 1,741,098(3.1%) 
自動車取得税交付金 366,459(0.7%) 
地方特例交付金 1,472,201(2.6%) 
地方交付税 86,010(0.1%) 
交通安全対策特別交付金 27,473(0.0%) 

2,405,000(4.3%) 
1,602,638(2.9%) 
1,997,453(3.6%) 
 609,966(1.1%) 
金 97,522(0.2%) 
 536,612(1.0%) 
4,699,820(8.4%) 
5,012,614(9.0%) 
 727,005(1.3%) 
 425,545(0.8%) 

〔図Ⅳ－２〕平成 13 年度一般会計歳入決算（千円）
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〔図Ⅳ－３〕平成 13 年度市税税目別構成比の近隣市比較 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

調布市

府中市

三鷹市

武蔵野市
個人市民税 法人市民税 固定資産税

都市計画税 その他

34.9% 20.4% 34.5% 5.8%
4.4
  %

43.9% 5.6% 37.5% 7.3% 5.7%

35.8% 7.5% 46.3% 6.7% 3.7
  %

40.4% 11.6% 36.4% 7.9% 3.7
  %

入科目解説 

市税 普通税（市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、特別土地保有税）と目的
税（事業所税、都市計画税）からなる。

地方譲与税 国税の一部が客観的基準により地方公共団体に分配されるもの。三鷹市では自動車
重量譲与税、地方道路譲与税、航空機燃料譲与税がある。

利子割交付金 都民税利子割分を市町村へ配分・交付されるもの。

地方消費税交付金 都が収入した精算後の地方消費税のうち市町村へ配分・交付されるもの。

自動車取得税交付金 都税として徴収された自動車取得税のうち市町村へ配分・交付されるもの。

地方特例交付金 平成11年度の税制改正から実施された地方税の恒久的な減税の補てん措置として全
市町村に交付されるもの。

地方交付税 地方財政の均衡化を図るため、地方交付税制度により国税の一部が地方自治体に配
分・交付されるもの。普通交付税と特別交付税がある。三鷹市は普通交付税の不交
付団体。

交通安全対策特別交付金 道路交通法における反則金を国から地方へ配分・交付されるもの。

分担金及び負担金 受益者負担の観点から納入を課したもので、各種福祉施設の入所措置費負担金、保
育所保育料負担金などがある。

使用料及び手数料 文化施設・体育施設など各種施設の利用料金、道路占用料、また各種証明書交付や
申請に係る手数料・証紙収入などがある。

国庫支出金 国庫負担金、国庫補助金、国庫委託金に分類される。負担金には生活保護費負担金
など、補助金には各種福祉関連事業に係るものや用地取得・道路建設事業に係るも
のなど、委託金には基礎年金事務に係るものなどがある。

都支出金 都負担金、都補助金、都委託金に分類される。負担金には各種福祉関係手当の負担
金など、補助金には各種福祉関連事業に係るものや用地取得・道路建設事業に係る
ものなど、委託金には都税徴収委託金などがある。

財産収入 市有財産の貸し付けや売払いなどにより得た収入。土地貸付収入、土地売払収入な
ど。

寄附金 寄附者により使途が特定されない一般寄附と、使途が限定された指定寄附がある。

繰入金 特別会計からの繰入金と、各種事業などに充当するためにとりくずした基金からの
繰入金がある。

繰越金 前年度決算における剰余金を次年度に繰り越したもの。

諸収入 他の収入科目に含まれない収入をまとめた科目。

市債 建設事業などを実施する際に起こした地方債のほか、減税に伴う補てん措置として
発行した地方債などがある。
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２  歳出（三鷹市のまちづくりのための経費） 
歳出の構成を見る場合、どのような行政目的に使われたかで分類する「目的別歳出」と、

どのような性質の経費として支出されたかで分類する「性質別歳出」の二つの見方がありま

す。目的別歳出のここ数年の特徴的な傾向としては、投資的経費が多くを占める土木費の割

合が減少し、義務的経費が多くを占める民生費の割合が増加していることがあげられます。

また義務的経費そのものである公債費については微増している傾向にあります。 
また、性質別歳出では、人件費、扶助費、公債費を合わせて「義務的経費」、普通建設事業

費、災害復旧事業費、失業対策事業費を合わせて「投資的経費」、その他の性質を「その他

の経費」と大まかに分類することもあります。 
なお、三鷹市では、こうした歳出経費によってまちづくりを行うとともに、例えば「三鷹

市立アニメーション美術館（三鷹の森ジブリ美術館）」のように、民間や東京都との協働・

協力により建物等の寄附や使用許可を受けて市民福祉向上のための事業を行うなどの工夫

に努めています。 
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歳出合計 

54,036,570 

総務費 
8,146,506 
(15.1%) 

議会費 470,335(0.9%) 

民生費 
19,639,732 
(36.4%) 

衛生費 
4,723,053 
(8.7%) 

労働費 
99,266 
(0.2%) 

農林費 
126,998 
(0.2%) 

商工費 
391,548 
(0.7%) 

土木費 
5,264,268 
(9.8%) 

消防費 
2,287,939 
(4.2%) 

教育費 
8,329,220 
(15.4%) 

公債費 
4,127,443 
(7.6%) 

諸支出金 
430,262 
(0.8%) 

（千円） 

〔図Ⅳ－４〕 
平成 13年度一般会計歳出決算（目的別）

〔図Ⅳ－５〕一般会計歳出決算額と民生費・土木費 

・公債費の割合の推移 

〔図Ⅳ－６〕 
一般会計歳出決算額の推移（性質別） 

〔図Ⅳ－７〕 
平成 13 年度一般会計歳出決算（性質別）
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（千円） 
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３  積立基金と起債 
 

積立基金と起債は、市予算などの

単年度の収支とは別に、市の長期

的な財政運営を支える重要な財源

となるもので、個人でいえば預金

と長期ローンに当たります。 
積立基金は、将来の施策の実現

（＝将来の市民の活用）のために、

現在の市民の負担によって積み立

てられた市の預金です。一方、起

債は、現在の施策の実現（＝現在

の市民の活用）のために、将来の

市民の負担を伴いながら借り入れ

られた長期的な借金です。いずれ

も、施設建設費や用地取得費など

の主に市の資産を形成していくた

めの建設事業等に活用されるもの

です。 

 

〔図Ⅳ－８〕積立基金現在高（普通会計※）の推移 
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その推移を見てみますと、積立基金については、厳しい財政状況のもとにおいて計画的な

施策展開を図る中で、市税収入の低迷などによる歳入不足を補うためにその活用が図られた

結果、その残高は、平成４年度末に 149 億円であったものが、10 年度末には 87 億円まで減

少し、ここ数年は 90 億円前後の水準で推移しています。 

一方、地方債現在高は平成４年度末に 375 億円であったものが、13 年度末には 486 億円と

なり 10 年間でおよそ 1.3 倍に伸びていますが、ここ数年はわずかながら減少傾向を示して

います。また、市が債務を負担する行為として数か年にまたがるような大規模な建物などの

建設事業や、市が将来買い取ることを前提として土地開発公社に取得を依頼した用地の取得

経費（公社における長期借入金）などに対して、債務負担行為※を設定していますが、これ

らについては平成５年度をピークに減少する傾向にあります。 
 

 
〔図Ⅳ－９〕地方債現在高（普通会計）の推移 〔図Ⅳ－10〕債務負担行為残高（普通会計）の推移 
（億円） 
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４  財政指標 
地方財政の状況をみる指標として各種の財政指標がありますが、ここではその主な３項目に

ついて、三鷹市における過去 10年の推移と 26市平均値との比較を行います。いずれも収入に

対する支出の割合を示す指標ですが、市税収入の低迷などを反映して財政の硬直化と財政力の

減退が進んでいる傾向があらわれています。 
〔図Ⅳ－11〕経常収支比率の推移  

(1) 経常収支比率の推移 

財政構造の弾力性を測るための指標として用い

られる経常収支比率※は、一般に都市部にあっては

70％～80％が適当とされ、80％を超えると財政が

硬直化してきているとされています。近年、特に

三鷹市のような都市部の自治体では、一定の都市

基盤整備が整い維持管理経費が中心となる傾向が

強まっていることから、80％を超える状況が続い

ています。 

三鷹市における過去10年間の推移をみると、平

成４年度に、75.2％であった数値は、その後、バ

ブル経済の崩壊に伴う市税収入の低迷などから上

昇を続けました。恒久的減税などの政府の経済政

策の影響などにより、平成５年度からは「硬直化」

といわれる 80％を超える水準で推移し、平成 13

年度は86.7％となっています。この間では、特に

平成８年度は91.6％と、90％を超すこととなりま

したが、この年度の都下27市の平均は91.9％で、
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しかも５市が100％を超すという異例の事態となりました。なお、平成13年度から算出方法が変更され、

減税補てん債等を含んで計算することになったため、前年度より1.1ポイント下回りました。 

(2) 公債費比率の推移 

市町村は地方自治法第 230 条等の規定により、
都道府県知事の許可を受けて地方債を起こすこと
（起債）ができます。三鷹市においても建設事業
や用地取得事業などの投資的な事業の実施に当た
り、こうした地方債を発行してきました。公債費
とは、その借り入れた地方債の元利償還金の支払
いに要する経費のことで、公債費比率※は、地方交
付税制度上算定される標準財政規模※における公
債費の占める割合をいいます。財政構造の健全性
を維持するためには、通常この比率が10％を超え
ないことが望ましいとされていますが、三鷹市に
おいて昭和 40 年代から１桁台で推移してきた公
債費比率は、平成７年度に10％を超過しました。
これは、芸術文化センター、特別養護老人ホーム
どんぐり山などの施設整備の進展に伴う起債の元
利償還金が生じ、公債費が増加したのに比べ、市
税収入の低迷を反映して標準財政規模が伸び悩み
を続けたことから、数値が上昇したものですが、
平成 12 年度からは再び 10％を下回る水準となり
ました。 
なお、中・長期的な財政運営の観点から、この 
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白書では、公債費比率（各年度の公債費支出をベースとした指標）のほか、起債の残高等の状況を示して
います。起債残高については、前項目「３ 積立基金と起債」に掲載するとともに、後項目「５ 財務諸
表」において、普通会計のほか市全体及び外郭団体を含めたバランスシートを掲載し、表記しています。 
 

〔図Ⅳ－12〕公債費比率の推移 
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(3) 財政力指数（単年度）の推移 

財政力指数※は、地方交付税制度における基

準財政収入額※を基準財政需要額※で除した数

値（単年度の財政力指数）の過去３年間の平均

値をいいます。この基準財政収入額と基準財政

需要額というのは、いずれも標準的な地方公共

団体の収入と需要を全国統一的に、客観的・合

理的に測定するために算出された数値とされ

ており、各団体の実際の財政内容を表現したも

のではありません。この指数は、一般的に地方

公共団体の財政力を示す指標として用いられ、

“１”を超えるほど財政に余裕があるものとさ

れています。また、基準財政収入額に比べて基

準財政需要額が上回る場合（単年度の財政力指

数が“１”を下回る場合）は、その団体が財源

不足に当たるとして、不足相当分は普通交付税

の交付を受けることになります。ただ、多くの

自治体がこの交付税制度に依存していること

が、地方の自立を妨げる一因になっているとも

指摘されています。 
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〔図Ⅳ－13〕財政力指数（単年度）の推移

平成４年度の三鷹市の財政力指数（単年度）は“1.325”でしたが、平成４年度以降はバ

ブル経済崩壊後の地方財政の収支悪化を反映して下降をたどり、平成 10 年度は“1.168”

と 14 年ぶりに 1.1 台になり、以降 1.1％台で推移しています。行政需要が多様化する一方

で、景気低迷による市税収入の伸び悩みが数値下降の要因となっています。なお、この間、

平成４年度は全国で 143 団体あった普通交付税不交付団体が、平成 13 年度は 96 団体にま

で減少してきており、ここにも地方財政をめぐる厳しい状況があらわれています。 

 
 
 

 

〔図Ⅳ－14〕
比較データ 

経常収支比率（Ｈ13） 

50

60

70

80

90

100

110

武

蔵

野

市

三

鷹

市

府

中

市

調

布

市

小

金

井

市

（指数）

----(5市平均85.1) 

71.8 

86.7 
88.9 

85.1 

93.2 

公債費比率（Ｈ13） 

0

2

4

6

8

10

12

14

武

蔵

野

市

三

鷹

市

府

中

市

調

布

市

小

金

井

市

（指数）

6.7 

9.8 10.2 
10.8 

9.5 

----(5市平均9.4) 

財政力指数（Ｈ13） 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

武

蔵

野

市

三

鷹

市

府

中

市

調

布

市

小

金

井

市

（指数）

----(5市平均1.163) 
1.490 

1.164 
1.104 

0.928 

1.131 

 
 

 113



５  財務諸表 
近年の長期的な不況の下で国・地方を問わず厳しい財政状況が続き、地方債等の長期債務

が増大する中で、現金の動きを中心とし、また、資産という概念が希薄で、負債と資産のバ

ランスなども見えにくい現行財務会計制度の問題点が指摘されるようになりました。そして、

こうした不備を補完する資料として、バランスシートなどの企業会計的手法の活用が注目さ

れるようになりました。 
三鷹市においても、総務省から発表された財務諸表作成に関する基準によるバランスシー

ト、行政コスト計算書及び市独自の連結バランスシートを作成しました。これらを作成する

ことにより、減価償却後の累積された市の資産形成、負債等の全容が明らかになり、今後の

中・長期的な財政運営に活用していきます。 
三鷹市の財務諸表（平成 13 年度）については、その詳細版を別冊資料編
「Ⅱ三鷹市の財務諸表」（285 ページ以降）に掲載しています。 

 

(1) バランスシート 

① バランスシートとは 
バランスシート（貸借対照表）とは、一

定の時点において保有するすべての資産、

負債等のストックの状況を総括的に表示

した報告書です。 
バランスシートでは、右記の図のよう

に、借方（左側）には資産、貸方（右側）

には負債と正味資産が表示され、資産 = 
負債 + 正味資産という関係にあります。
負債と正味資産は、行政活動に必要な資金

がどこからきたか（資金の調達）を、資産

はその調達した資金を何に使ったか（資金

の使途）を表しています。 
なお、自治体のバランスシートでは民間

企業における「資本」という概念がなく、

「正味資産」と表現し、これまでの世代が

すでに負担した金額を表しています。ま

た、負債は、これからの世代が今後負担し

ていく金額を表しています。 

 
 

 

〔図Ⅳ－15〕

 
② 普通会計・市全体・連結バランスシート 
総務省の基準による、普通会計バランスシ

た市全体バランスシート、さらに市独自のも

加えた連結バランスシートの３種類のバラン

三鷹市全体でみると、普通会計では表われ

総資産の 10％程度を占め、次ページの数値比

れらインフラ資産の建設に、普通会計以上に

資産の倍率が 1.16 倍であるのに比べ、負債

加率を上回っている状況がわかります。 
連結バランスシートでは、固定負債である

占めており、今後の三鷹市の財政運営を考え

と経営の健全性の維持に努める必要がありま
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借　　方 貸　　方

負　　債

(地方債、退職給与引当金等)

正味資産

(国庫支出金、都支出金、一般財源等)

資　　産

(土地、建物、基金、現金等)

バランスシートの構造 

資金を何に使ったか 
〔資金の使途〕 

借 方 貸 方 

資金をどこから調達し
たか〔資金の調達〕 

 

ート及び普通会計に市の全特別会計を加え

のとして、土地開発公社などの出資団体を

スシートを作成しました。 
なかった上水道と下水道のインフラ資産が

較表（図Ⅳ－17）からもわかるように、こ

地方債を活用した資金調達が行われるため、

が 1.29 倍となり、負債の増加率が資産の増

地方債のうち、土地開発公社が 20％程度を

るうえでも、土地開発公社の計画的な活用

す。 



 
 
 
 

 
 

(単位：億円)

普通会計 市全体 連結 普通会計 市全体 連結

〔資産の部〕 〔負債の部〕

1.固定資産 1.固定負債

(1)有形固定資産 1,941.5 2,246.8 2,398.9 (1) 地方債 457.1 621.3 772.5 

(うち土地) (1,348.4) (1,373.1) (1,524.4) (2) 債務負担行為 0.0 0.0 0.0 

(2)無形固定資産 0.0 3.6 3.7 (3) 退職給与引当金 166.7 184.0 184.4 

固定資産合計 1,941.5 2,250.4 2,402.6 (4) その他 0.0 0.0 0.8 

固定負債合計 623.8 805.3 957.7 

2.投資等

(1) 投資及び出資金 22.9 17.1 3.7 2.流動負債

(2) 貸付金 0.2 0.2 0.2 流動負債合計 28.4 36.9 38.9 

(3) 基金 75.0 78.5 80.2 

(4) 基本財産 0.0 0.0 13.0 

投資等合計 98.1 95.8 97.1 負債合計 652.2 842.2 996.6 

3.流動資産 〔正味資産の部〕

(1) 現金・預金 39.7 61.6 63.6 正味資産合計 1,448.1 1,601.0 1,602.9 

(2) 未収金 21.0 35.2 35.6 

(3) その他 0.0 0.2 0.6 

流動資産合計 60.7 97.0 99.8 

資産合計 2,100.3 2,443.2 2,599.5 負債・正味資産合計 2,100.3 2,443.2 2,599.5 

借　　　方 貸　　　方

○バランスシート（普通会計・市全体・連結）　〔平成13年度〕
（平成14年3月31日現在）

〔図Ⅳ－16〕

 
 〔図Ⅳ－17〕
○普通会計と市全体・連結バランンスシートの数値比較

(単位：千円)

普通会計 A 市全体 B 倍率 B/A 連結　C 倍率 C/A

 資　　産 210,025,311 244,318,849 1.16倍 259,945,789 1.24倍

 負　　債 65,221,779 84,221,691 1.29倍 99,658,422 1.53倍

 正味資産 144,803,532 160,097,158 1.11倍 160,287,367 1.11倍
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(2) 行政コスト計算書 

バランスシートが一定時点の資産、負債などの状況を表示する報告書であるのに対し、

行政コスト計算書では、当該年度に実施された資産形成につながらない行政活動（人的サ

ービスや給付サービスなど）にかかる費用（コスト）を表示しています。 
特徴的なこととして、バランスシートの有形固定資産の割合が低い民生費・衛生費など

が、行政コストの面からみると生活保護費やごみ収集委託など人的・給付サービスの比重

が大きいことから、高い割合を示しています。 
 
 

 
 

 

○行政コスト計算書〔平成13年度〕 （自平成13年4月1日　至平成14年3月31日）

[行政コスト] (単位:億円)

総額 (構成比) 総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 その他

(1)人件費 108.2 (23.6%) 26.9 33.3 5.3 7.5 29.1 6.1

(2)退職給与引当金繰入等 0.0 (0.0%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

小計<人にかかるコスト> 108.2 (23.6%) 26.9 33.3 5.3 7.5 29.1 6.1

(1)物件費 84.3 (18.4%) 22.3 14.0 22.6 4.8 18.4 2.2

(2)維持補修費 2.7 (0.6%) 0.1 0.1 0.1 1.9 0.5 0.0

(3)減価償却費 34.9 (7.6%) 9.9 3.4 0.8 11.3 7.4 2.1

小計<物にかかるコスト> 121.9 (26.6%) 32.3 17.5 23.5 18.0 26.3 4.3

(1)扶助費 77.2 (16.9%) 75.9 0.0 1.3

(2)補助費等 73.6 (16.1%) 10.6 14.2 17.9 0.5 5.8 24.6

(3)繰出金 56.1 (12.3%) 0.0 45.9 0.1 10.1 0.0 0.0

(4)普通建設事業費 3.6 (0.8%) 0.0 0.6 0.6 1.7 0.0 0.7

小計<移転支出的なコスト> 210.5 (46.1%) 10.6 136.6 18.6 12.3 7.1 25.3

(1)公債費（利子分のみ） 15.3 (3.3%) 15.3

(2)不納欠損額 1.9 (0.4%) 1.9

小計<その他のコスト> 17.2 (3.7%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 17.2

457.8 ― 69.8 187.4 47.4 37.8 62.5 52.9

(構成比） ― ― (15.2%) (40.9%) (10.4%) (8.3%) (13.7%) (11.5%)

[収入項目]

1 使用料・手数料等 b 32.1 ― 6.1 11.9 7.9 3.6 2.0 0.6

2 国庫（都）支出金 c 83.7 ― 5.7 68.2 3.9 0.8 3.0 2.1

3 一般財源 d 379.8 ―

収入（b+c+d） e 495.6 ―

4
正味資産国庫（都）
支出金償却額  f

5.5 ―

5 期首一般財源等 1,248.6 ―

差引（e+f-a）
一般財源等増減額

43.3 ―

6 期末一般財源等 1,291.9 ―

行政コスト　a

1

2

3

4

〔図Ⅳ－18〕
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《用語解説》

●経常収支比率 ●普通会計

●公債費比率 ●財政力指数

●標準財政規模
●基準財政収入額

●債務負担行為
●基準財政需要額

　地方公共団体の財政力を示す指数。基準財政収入額を基準財
政需要額で除して得た数値の過去３ヵ年間の平均値をいう。地
方交付税制度では、財政力指数が「１」を上回ると基準財政収
入額に余力があるとされるが、逆に「１」を下回ると標準的な
行政を行う財政力がないとされ、その不足相当分についてを普
通交付税として交付する仕組みとなっている。現在、全国約
3,300の地方自治体のうち約97％の自治体が財政力指数「１」
以下であり、国からの普通交付税の交付なしでは財政運営がで
きないという状況となっている。

　地方公共団体が将来に支出を伴う債務を負担する行為につい
ては、その行為をすることができる事項、期間および限度額を
定めて、予算の一部を構成するものとして議会の審議・議決を
要することとなっている。債務負担行為は、主に数ヵ年にまた
がるような大規模な建物や構築物などの建設事業や、当該地方
公共団体が将来買い取ることを前提として土地開発公社に取得
を依頼した用地の取得経費などに対して設定される。

　個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっていること
から、自治体間の財政比較や統一的な掌握を可能にするため、
地方財政統計上統一的に用いられる会計区分である。具体的に
は、一般会計と特別会計のうち、公営企業会計や収益事業会計
等に含まれない特別会計を合算した会計区分をいう。

　標準財政規模のおおよそ75％を基準財政収入額という。これ
は、自治体の一般財源（＝標準財政規模）のうち75％が標準的
な水準の行政に使用され、残りの25％は標準的な水準を超えた
行政経費や各自治体独自の行政需要に使われるという仮定の上
に立って算定されることによる。

　地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として使わ
れる。市税、国税からの譲与税、都税からの交付金などの一般
財源のうち経常的に収入される財源が、人件費・扶助費・公債
費などの義務的性格の経常経費に対してどの程度充当されてい
るかをみることで、その団体の財政構造の弾力性が判断できる
とされる。

　地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもの。国の地方交
付税制度上の数値で、全国統一の画一的な基準によって算定さ
れるものであり、例えば、個人市民税では前年度の数値に全国
的な想定伸率を乗じたり、税制改正による影響を理論的に指数
化して算定される。また、都市部の自治体に限定されている都
市計画税が除かれていたり、実際の市税収入とも多少異なる金
額で算定される。

　地方交付税の算定に用いるため、標準的な水準の行政を行う
ための経費を全国画一的に仮定して算出するもの。人口や面積
などの数値を基礎に、それぞれの財政需要に関する費目ごとに
緻密に計算される。

　一般財源に占める地方公共団体が借り入れた地方債の元金償
還及び利子の支払に要する経費（公債費）の割合。通常、財政
構造の健全性がおびやかされないためには、この比率が10％を
超さないことが望ましいとされている。
　なお、この公債費に、土地開発公社の償還費等長期の債務負
担行為の解消に係る支出を加えて算出したものを「準公債費比
率」という。
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